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平成２３年３月期 個別財務諸表の概要   

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社             平成２３年５月２５日 
コード番号   ８０６２                      本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                  東京都 
本社所在地         東京都港区浜松町一丁目１０番７号 
代  表  者   取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者  理事総務部長 武富 和彦              ＴＥＬ（03）3438－1021 
取締役会開催日    平成２３年５月２５日       
定時株主総会開催日  平成２３年６月２９日       単元株制度採用の有無 有（１単元 １,０００株） 
 

１．２３年３月期の業績（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 

( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益  当 期 純 利 益 
 
２３年３月期 

２２年３月期 

百万円         % 

１８,２６４（   10.5） 

１６,５２４（△ 25.5） 

百万円          %

△ ５（  ―）

△５２（  ―）

百万円          % 

６（  29.9） 

５（   ―） 

百万円          %

４３（  673.8）

５（   ―）
 
 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
２３年３月期 

２２年３月期 

円  銭 

７ ３２ 

９５ 

円  銭

 ―  ―

 ―  ―

%

     ２.８

０.４

% 

   ０.１ 

０.１ 

%

   ０.０

０.０

（注）  1．期中平均株式数 ２３年３月期 ５,９８１,５２６株 ２２年３月期５,９８１,８２３株  
    2．会計処理の方法の変更  有 
    3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     
( 2 )財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 
２３年３月期 

２２年３月期 

百万円 

  ６,２００ 

６,１４０ 

百万円

  １,５６９

１,５６８

% 

    ２５.３ 

２５.５ 

円   銭

  ２６２ ４４

２６２ ３０

（注）  1．期末発行済株式数 ２３年３月期 ５,９８１,４８２株 ２２年３月期５,９８１,６１５株 

2．期末自己株式数  ２３年３月期    １８,５１８株  ２２年３月期    １８,３８５株 

 

２．２４年３月期の個別業績予想（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日） 

  

売 上 高 

 

経 常 利 益 

 

当期純利益 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円    

  ９,７００ 

 １９,６００ 

百万円   

     ４０

   １２０

百万円

    ３０

   １００

円  銭 

０   ０ 

 ０   ０ 

円  銭

  ―  ―

 ５  ００

円  銭

  ０   ０

  ５  ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １６ 円 ７２ 銭 

 

３．配当状況 
 １株当たり配当金 配当金総額

（年間） 
配当性向 
（％） 

純資産配当率 
（％） （基準日） 中間期末 期末 年間 

 

２２年３月期 
２３年３月期 

円  銭

０．００

０．００

円  銭

５．００

５．００

円  銭

５．００

５．００

百万円

２９

２９

％ 
５２８．５ 
６８．３ 

％

１.９

１.９

２４年３月期 

（予想） 
円  銭

０．００

円  銭

５．００

円  銭

５．００
 

 
 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

があります。 



 ２３

１．個別財務諸表等 

 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成22年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成23年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

 

５,３３１,５３９

 

５,５０４,９５６ 

 

１７３,４１６

   
  現 金 及 び 預 金 

  受 取 手 形 

  売 掛 金 

  商 品 

 繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

未 収還付法人税等 

関係会社短期貸付金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 
 

 
３５４,９７２

６０９,４６５

３,５５８,１５３

４５７,６８５

５２,２６３

３６０,２５９

―

５,０００

１２,８６５

△ ７９,１２５
 

８４６,７６３ 

５３８,５０８ 

３,２７６,５７８ 

４６０,９４９ 

５７,３００ 

３５６,７７８ 

１,００６ 

― 

６０,２５６ 

△ ９３,１８６ 
 

 
４９１,７９１

△ ７０,９５６

 △ ２８１,５７４

 ３,２６４

５,０３７

△ ３,４８１

１,００６

△ ５,０００

４７,３９１

△ １４,０６１
 

固 定 資 産 ８０９,４３１ ６９５,７７６   △ １１３,６５４

 有 形 固 定 資 産 ３５６,７７０ ３４７,５３７ △ ９,２３２

   
  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  工 具 器 具 備 品 

  土 地 
 

 
１４１,９６０

２９３

１,０３２

４,８５０

２０８,６３３
 

１３５,４６６ 

１８２ 

６６２ 

２,５９２ 

２０８,６３３ 
 

 
△ ６,４９４

△ １１０

  △ ３６９

△ ２,２５７

 ―
 

 無 形 固 定 資 産 ３,３５８ ３,３５８ ―

   
電 話 加 入 権 
 

 
３,３５８

 

 
３,３５８ 

 

 
―

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４４９,３０２ ３４４,８８０ △ １０４,４２２

   
  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

  従 業 員長期貸付金 

関係会社長期貸付金 

 そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 
 

 
２７８,７３１

１３１,２２０

１１,０１２

１０,０００

７０,０６３

△ ４６,２０５

△ ５,５２０

２１７,７８４ 

１０９,５４５ 

１１,０３０ 

１０,０００ 

６８,６１５ 

△ ５６,１２６ 

 △ １５,９６９ 

 
△ ６０,９４７

△ ２１,６７５

１７

―

△ １,４４８

△ ９,９２０

△ １０,４４９
 

資 産 合 計 ６,１４０,９７１ ６,２００,７３２  ５９,７６１
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（単位：千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前事業年度（A） 

（平成22年3月31日現在）

 

当事業年度（B） 

（平成23年3月31日現在） 

 

比 較 増 減 

（B）―（A） 

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

４,３８８,６３０

 

４,４３２,１７７ 

 

 ４３,５４７

  支 払 手 形 

  買 掛 金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

  預 り 金 

前 受 収 益 

５４２,０１０

１,６２７,１４４

２,１００,０００

１０,５０５

８６,０３０

４,２２９

５,０００

１３,０７８

６３１

６４４,３１１ 

１,６７５,２４３ 

２,０００,０００ 

８,８３２ 

７９,２７４ 

５,１３７ 

６,０００ 

１２,９１０ 

４６７ 

 １０２,３０１

 ４８,０９８

△１００,０００

△１,６７２

 △６,７５６

 ９０８

１,０００

  △１６７

 △１６４

固 定 負 債 １８３,３６６ １９８,７４８  １５,３８１

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

関係会社支援損失引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１２８,１３３

４５,９４０

―

９,２９２

１２０,１２８ 

６０,０２０ 

５,７２９ 

１２,８７０ 

△ ８,００４

  １４,０８０

５,７２９

３,５７７

負 債 合 計 ４,５７１,９９７ ４,６３０,９２６ ５８,９２８

〔純資産の部〕 

株 主 資 本 １,５５１,４４０

 

１,５６５,３０３ １３,８６２

資 本 金 ３００,０００ ３５０,０００ ５０,０００

資 本 剰 余 金 １,３３３ １,３３３ ―

資 本 準 備 金 １,３３３ １,３３３ ―

利 益 剰 余 金 １,２５２,９８９ １,２１６,８６７ △３６,１２１

 利 益 準 備 金 ７５,０００ ７７,９９０ ２,９９０

そ の 他 利 益 剰 余 金 １,１７７,９８９ １,１３８,８７７ △３９,１１１

 固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 
 繰 越 利 益 剰 余 金 

８１,０７６

１,０００,０００

９６,９１２

７９,５９８ 

９５０,０００ 

１０９,２７８ 

△ １,４７８

△５０,０００

１２,３６６

自 己 株 式 △２,８８２ △２,８９８ △ １５

評 価 ・ 換 算 差 額 等
 

１７,５３３ ４,５０３
 

△１３,０２９

その他有価証券評価差額金 １７,５３３ ４,５０３ △１３,０２９

純 資 産 合 計 １,５６８,９７３ １,５６９,８０６ ８３２

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ６,１４０,９７１ ６,２００,７３２ ５９,７６１
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 （２）損益計算書 

（単位：千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前事業年度（A） 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ）

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度（B） 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

B / A    

（ % ）    

 

売 上 高           

売 上 原 価           

１６,５２４,４８５

１５,３６９,４１２

 

１８,２６４,９９０ 

１７,０６９,９６１ 

１１１

１１１

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

１,１５５,０７３

１,２０７,４００

１,１９５,０２８ 

１,２００,６７９ 

１０３

９９
 

営 業 損 失 (△) 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

  雑 収 入 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

 為 替 差 損 

   手 形 売 却 損 

   売 掛 金 譲 渡 損 

   雑 損 失 

△ ５２,３２７

１０１,７８５

３１,０２９

５３,７１４

１７,０４１

４４,３９３

２９,３６２

  ２,４３４

９,８６８

１,７８６

９４１

△ ５,６５０ 

１００,３３７ 

３７,９５７ 

５５,３３６ 

７,０４４ 

８８,１１０ 

２４,３６１ 

  ４９,８４９ 

１０,０７８ 

２,０２８ 

１,７９１ 

―

９９

１２２

１０３

４１

１９８

８３

２,０４７

１０２

１１４

１９０

経 常 利 益 

特 別 利 益           

  貸 倒 引当金戻入益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

関 係 会 社 整 理 損 

   投資損失引当金繰入額 

ゴルフ会員権評価損 

貸倒引当金繰入額 

関係会社支援損失引当金繰入額 

５,０６４

７,９７４

７,９２４

５０

８,１９０

２,６７０

５,５２０

―

―

―

６,５７６ 

１２７,９３３ 

― 

１２７,９３３ 

８０,８２８ 

４７,１５５ 

１５,９６９ 

１,９７４ 

１０,０００ 

５,７２９ 

１３０

１,６０４

―

―

９８７

１,７６６

２８９

―

―

―

税 引 前 当 期 純 利 益 

 法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 還 付 税 額 

  法 人 税 等 調 整 額 

 ４,８４８

２,７５６

△ １２,２０６

８,６３９

 ５３,６８１ 

２,２１４ 

― 

７,６８０ 

１,１０７

８０

―

８９

当 期 純 利 益 ５,６５８ ４３,７８６ ７７４

 

 

 



 ２６

（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 21 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 82,470 1,250,000 △136,211 △2,822 1,569,770

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の取崩 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

    

△1,393

 

 

△250,000

 

1,393 

250,000 

△23,928 

5,658 

 

 

 

 

 

△60

 

―

―

△23,928

5,658

△60

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △1,393 △250,000 233,123 △60 △18,329

平成 22 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 81,076 1,000,000 96,912 △2,882 1,551,440

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 21 年 3月 31 日残高 △24,031 1,545,738

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

別途積立金の取崩 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

41,565

 

―

―

△23,928

5,658

△60

41,565

事業年度中の変動額合計 41,565 23,235

平成 22 年 3月 31 日残高 17,533 1,568,973

 
 
  



 ２７

当事業年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 

          

 

 

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 22 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 75,000 81,076 1,000,000 96,912 △2,882 1,551,440

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

剰余金の配当 

 剰余金の資本金組み入れ 

 利益準備金の積立 

当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

50,000 

  

 

 

 

2,990

 

△1,478

 

 

△50,000

 

1,478 

△29,908 

 

△2,990 

43,786 

 

 

 

 

 

△15

 

―

△29,908

―

―

43,786

△15

事業年度中の変動額合計 50,000 ― 2,990 △1,478 △50,000 12,366 △15 13,862

平成 23 年 3月 31 日残高 350,000 1,333 77,990 79,598 950,000 109,278 △2,898 1,565,303

 

 

 

          

 

 

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 

平成 22 年 3月 31 日残高 17,533 1,568,973

事業年度中の変動額 

圧縮積立金の取崩 

剰余金の配当 

 剰余金の資本金組み入れ 

利益準備金の積立 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

 

△13,029

 

―

△29,908

―

―

43,786

△15

△13,029

事業年度中の変動額合計 △13,029 832

平成 23 年 3月 31 日残高 4,503 1,569,806
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 重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

    時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

  子会社株式……………………移動平均法に基づく原価法 

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 

                    （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

3．デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 

4．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産………定率法 

   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 

   によっております。 

（2）無形固定資産………定額法 

   なお、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっております。 

5．引当金の計上基準 

  （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

       ａ一般債権 

        貸倒実績率によっております。 

       ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

        個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    （2）投資損失引当金 

       関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案して、計上しており

ます。 

    （3）役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    （4）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

       に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

       過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により

費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

    （5）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

    （6）関係会社支援損失引当金 

       債務超過関係会社の支援に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、損失見

込額を計上しております。 
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   6.  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

      外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

   7.  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計処理の変更 

前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

（退職給付に係る会計基準） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第 19 号 平

成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

なお、これによる営業損失、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。 

 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20

年３月 31 日）を適用しております。 

なお、これによる営業損失、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありません。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）                               （単位：千円） 

項   目 
前 事 業 年 度  

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

当 事 業 年 度  

（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.保証債務 

４.受取手形裏書譲渡高 

５.手形債権譲渡高 

６.売掛債権譲渡高 

３４０,５７２

６６,５８１

３９３,６７６

７,９５０

１,３０５,１７６

１８１,７７４

３４７,９３４

６４,８００

３１５,８１５

７,３０４

１,４３５,９４３

１５１,７０７

 

（損益計算書関係）                                                      （単位：千円） 

項  目 

前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

（            ） 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

１．販売費及び一般管理費の

うち主要な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．収益性の低下による簿価

切下額 

１０２,７３７

５００,２６６

１１４,５４８

５,０００

 ３９,３６３

 １５,２２０

６,６３０

売上原価        ４,００９

１０１,６３７

４７２,３８６

１１８,５００

６,０００

 ３７,１００

 １５,４８０

１３,９８１

売上原価       △４,８４０

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） １７,８８５ ５００ ― １８,３８５

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

当事業年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） １８,３８５ １３３ ― １８,５１８

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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２．役員の異動（平成２３年６月２９日付） 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

２．新任取締役候補 

取締役     西尾 佳三（現 理事電線部長） 

   

【御参考】 

 新任取締役候補の略歴 

 西尾 佳三（昭和 32 年 8 月 21 日生） 

昭和 57 年  4 月    当社入社 

  平成 11 年 7 月  当社大阪支店電線課長 

  平成 17 年 6 月  当社大阪支店副支店長 

  平成 20 年 7 月  当社電線部長 

  平成 22 年 4 月  当社理事電線部長（現任） 


